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放課後子どもプラン実施支援等事業（案）  
【趣 旨】  

○ 原則として、すべての小学校区で放課後の子どもの安全で健やかな活動場所の確保等を推進するためには、放課後児童クラブ  
未実施市町村の早期解消を図り、必要な全小学校区で受け入れ態勢を整備する必要があることから、放課後児童クラブ未実施  
市町村に取組を促し、かつ円滑なプランの策定・実施が図られるよう、以下とおり、取組促進を図るための必要な経責を補助する。  

【実施主体】市区町村  

【事業内容】  

（1）新たに放課後児童指導員を希望する者や関係機関のクラブに携わる者に対する研修の実施  

（2）研修受講者を自治体名簿に掲載・登録し、必要に応じて他自治体で実施しているクラブの見学■実習の実施  

（3）各小学校区内での実施場所の選定・確保、具体的な連携方法や活動内容等を当事者で検討する「地区別運営委員会」の  

開催  

（4）「放課後子どもプラン」事業の実施に向けた周知を図るため、リーフレット作成等の広報啓発  
（5）その他「放課後子どもプラン」事業の連携推進に資する取組   

（1）放課後児童指導員希望者研修会費   

①講師謝金 ＠8，910円×8時間×2回   

②講師旅費 ＠3，430円×4人×2回   

③会場借料 ＠5，000円×2日×1．05×2回   

④教材費 10部×＠100円×1．05×2回  

（2）登録者見学一実習費  

193干円  
【補助単価】  

1市町村 額 ●750千円（単価内訳）  当たり年   
143干円   

27千円   

21干円   

2干円  

256干円  

（謝金、旅費、会議費等）  

【補助か所数】   

244市町村（放課後児童クラブ未実施市町村）  ①協力謝金 ＠7，430円×4時間×2か所×2計  119干円  

②旅 費   ＠3，430円×20人×2日  137干円  

（3）地区別運営委員会費  91干円  
【補助率及び所要額】   

補助率 ⊥と墨   

所要額 61，000千円  

会議費  ＠300円×6か所×4回×12月×1．05  91干円  

（4）広報啓発費（リーフレット等作成費）  210干円  
印刷製本費1，000部×＠200円×1．05  210干円   
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民生主管部（局）長  殿  

厚生労働省雇用均等・児童家庭局育成環境課長  

平成19年度児童厚生施設等整備費の国庫補助に係る協議等について   

標記については、「児童厚生施設整備費の国庫補助について」（昭和61年5月15日厚生  

省発児第1（）7号厚生事務次官通知）により行っているところであるが、平成19年度整備  

事業の協議に当たっては、下記の事項に留意の上、別紙様式の整備計画協議書を提出され  

たい。  

記  

1．平成19年度改正内容について   

（1）国庫補助基準単価について、公共工事コスト縮減の実績や建設単価の動向等を  

総合的に勘案し、対前年度1．7％減の単価改定を行うこととし、改定後の国庫  

補助基準単価は、別紙のとおりであること。  

なお、平成19年度においても、前年度からの継続事業にかかる補助基準単価  

については、前年度の国庫補助基準単価を適用して差し支えないので留意された  

い。   

（2）地域の実情に応じた事業実施を可能とするため、中核市に大都市特例を適用し、  

指定都市と同様の取扱いとすること。   

（3）『「放課後子どもプラン」の推進について』（平成19年※月※日19文科生  

第※※※号・雇児発第※※※号）を踏まえ、放課後児童クラブ室の整備方針の見  

直しを行うこと。  
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2．19年度基本的整備方針について   

（・1）小型児童館、児童センターの基本的整備方針   

限られた財源を効率的かつ有効な活用や地域における児童館等の役割を十分考慮する   

等の観点から、次のような整備を優先的に採択するものとする。  

① 未設置市町村における創設整備や都道府県、市町村が計画的に行う創設整備  
② 他の社会福祉施設等との合築等の複合的整備  

③ 施設の耐震化を促進する等、利用者等の安全性を確保する観点から、建設後の  
経過年数及び老朽度を葦視した老朽施設の改築、大規模修繕等の整備  
④ 地すべり防止危険か所等危険区域に所在する施設の移転改築整備  

⑤ 木材利用の積極的活用を図るもの  

⑥ 開館日及び開館時問帯が、乳幼児、年長児童等を含む利用者の需要に応じ、  
適切かつ柔軟に設定されていること。  

⑦ 地域の子育て支援に資するため、親と子の交流スペースや相談室を設置し、子  
育て家庭支援体制の充実を図ること。  
⑧ 放課後児童健全育成事業を実施するための放課後児童クラブ室を設置すること0  

⑨ 児童の健全育成に寄与することを目的とした地域組織（母親クラブ等）による  

活動を積極的に実施すること。  

⑩ 中・高校生等の受入れの積極的な推進を図るため、年長児重用設備整備の促進  
及び中一高校生等の活動のための創作活動室の設置を図ること。  
⑪ 異年齢児交流など地域との交流に資するためのスペースの確保を図ること0   

（2）放課後児童クラブ室（単独設置分）の基本的整備方針   

限られた財源を効率的かつ有効な活用や放課後児童クラブの役割を十分考慮する等の   

観点から、次のような整備を優先的に採択するものとする。  

①「放課後子どもプラン」に基づき、未設置市町村における整備や都道府県、市  
町村が計画的に行う創設整備  

② 小学校の敷地（校庭等）内に整備を図るもの  

③ 他の社会福祉施設等（児童厚生施設を除く）との合築等の複合的整備  

④ 木材利用の積極的活用を図るもの  

⑤ 学校の長期休暇等や開設時間を考慮して、適切な開所が設定されている施設  
⑥ 障害児の受け入れを積極的に行う施設  

⑦ 近隣の児童館等との連携を図るなど、エ夫を行う施設  

なお、1クラブ当たりの児童数が71人以上となる施設については、国庫補助の対象   
外とするので、当該施設を既に計画している場合には、2クラブ分（1クラブ当たりの   
児童数が70人以下）として協議されたい。  
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3．大規模修繕について  

大規模修繕を行う際の対象事業、補助基準等については、「児童厚生施設整備にお   

ける大規模修繕等の取扱いについて」（平成6年6月23日児発第608号厚生省児童家庭   

局長通知）によるものであるが、耐震化のための補強工事を行う場合も補助対象とな  

るものであること。   

4．整備計画協議書について  

整備計画協議書については、別紙様式1～8のとおりとする。  

なお、様式8については、平成19年度国庫補助協議の有無に関わらず、提出を  

お願いする。   

5．協議対象施設の選定について  

2の基本的整備方針、「社会福祉法人の認可について（平成12年12月1日障第8   

90号、社援第2618号、老発第794号、児発第908号）」、「社会福祉法人の   

認可等の適正化並びに社会福祉法人及び社会福祉施設に対する指導監督の徹底について   

（平成13年7月23日雇児発第488号、社援発第1275号、老発第274号）」   

等を踏まえ、協議対象施設を選定されたい。  

（D 選定基準  

次の基準に照らして十分な審査を行った上で、協議対象施設を選定されたい。  

ア 実態把握に基づく施設整備計画  

施設の必要性の調査など実態を的確に把握し、中長期的視点から真に必要性が  

認められ、かつ施設整備の目的、計画等が具体的であること。  

イ 関係市町村との調整  

都道府県においては、市町村長の意見を聴取するなど関係市町村との調整が十  

分行われていること。  

なお、新たに施設を創設する整備については、建設予定地の属する市町村長の  

意見書が添付されていること。  

り 用地確保状況の把握  

契約書等の権利関係を示す客観的資料により建設用地の確保が確実であること。  

エ 社会福祉法人の適格性  

社会福祉法人が設置する施設においては、社会福祉法人の役員構成、資金計画  

等が適正で、施設整備はもとより健全で安定した法人運営が可能であること。  

オ 民間補助金との調整  

協議施設が民間補助金の申請と重複しないこと。  
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② 選定手続き  

ア 審査及び公表   

（ア）国庫補助協議対象施設の選定に当たっては、協議対象施設の妥当性、協議  

基準との整合性について、施設整備担当以外の部局等を加えた合議制による  

審査を経て決定すること。   

（イ）国庫補助協議を行う施設については、各都道府県市において公表すること。  

公表は、設置主体（市町村又は社会福祉法人等）の名称及び事業計画（施設、  

施設種別、定員、エ事区分）について行うこと。  

なお、法人設立を伴う場合は、設置主体の名称は設立準備委員会の名称とし、  

役員就任予定者も公表すること。  

また、設置主体と運営主体が異なる場合は、運営主体の名称も公表すること。   

イ 社会福祉法人の審査   

（ア）法人審査に当たっては、法人認可担当、施設整備担当以外の部局を加えた  

内部牽制機能を確保した合議制により、審査を行うこと。   

（イ）法人の設立認可を伴うものについては、施設整備の必要性とは別の観点に  

立って、健全で安定した法人運営が確保されるものであるか否か厳格な審査を  

行うこと。  

特に、同一人物が複数の法人を設立する場合等の審査については、新たに  

法人を設立する必要性、資金計画の妥当性等十分な審査を行うこと。   

（ウ）既設法人については、当該法人の指導監督を担当する部局（他の都道府県市  

に係るものを含む。）に対し、従前の監査結果、それに基づく意見等を求める  

など、当該施設を設置する適格性について、法人の設立と同様、厳格な審査を  

行うこと。   

り 並行審査  

社会福祉法人の設立を伴う国庫補助協議については、各都道府県市が行う法人  

審査及び独立行政法人福祉医療機構が行う融資審査と並行して審査を行うことと  

している。  

このため、各都道府県市が行う法人審査において問題が認められた場合又は  

独立行政法人福祉医療機構の融資審査段階で担保・保証人、償還財源等について  

問題が認められた場合は、内示を行わないこととしているので十分留意されたい。  

なお、独立行政法人福祉医療機構融資の取り扱いについては、別途、通知する  

こととしている。  
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6 その他の留意事項   

（1）社会福祉法人からの不誠実な申請等により施設整備費補助金を過大に受給するとい  

う事件が発生していることに鑑み、法人役員の構成、資金計画等が適正であるか、建   

設費等が過大に積算されていないか等についての、厳密な審査を行われたいこと。   

（2）国庫補助協議施設の整備計画が2か年にわたる事業の場合は全体計画と当該年度計  

画について、また、他の施設と合築を行う場合は全体計画と当該整備計画について協  

議されたい。  

（3）整備計画協議書の内容についての変更は、特段の事情がない場合、認めないので、  

十分精査の上、協議されたい。   

7．協議書の提出等について  

別紙様式による整備計画協議書の提出については、平成19年 月   日（）  

塾量とし、ヒアリングについては引き続き行わない予定である。   

なお、都道府県、指定都市及び中核市において、特に当方に対してのヒアリングが  

必要と思われる事業がある場合は、下記に連絡の上、別途、日程調整を行われたい。  

：連絡先 l  

：雇用均等・児童家庭局  

：育成環境課 予算係 竹中、中西  

TEL O3－5253－1川（内7907）  

FAX O3－3595－2672  
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（別紙）  

平成19年度 児童厚生施設等整備補助基準額等（案）  

〈創設・改築施設整備国庫補助基準単価〉  

種  別  基準額   

クラブ室設置  33，093千円  
小型児童館  

クラブ室未設置  29，112干円   

都市部で児童館用地の取得が困難と認められる場合等  

（163．2ポ以上）   
21，833千円  

クラブ室設置  48，847千円  

児童センター  

クラブ室未設置  44，866千円   

クラブ室設置  66，497千円  
大型児童センター  

クラブ室未設置  62，516千円   

大型児童館A型 1∩イ当たリ  356，800円   

大型児童館B型  535，414千円   

初度設備相当加算   2，469干円  
児童館・児童センター  

年長児童用加算   1，993千円  
初度設備相当加算  

大型児童センター  4，462千円  

大型児童館  100，389千円   

年長児重用加算  4，462干円   

移動型児童館用車両整備加算（大型児童館）  3，682干円   

〈拡張施設整備国庫補助基準単価〉  

〈放課後児童クラブ室（単独設置分）創設施設整備国庫補助基準単価〉  

：課後児童クラブ室（単独設置分）  12，500、千円  
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（資料11）  

児童育成事業推進等対策事業費について   

1．目  的  

児童の健全育成に資する模範的・奨励的な事業等を実施することにより、児童育成事  

業の普及や次世代育成支援対策等の一層の推進を図ることを目的とする。  

2．実施主体   

都道府県、市町村（特別区を含む。）  

3．事業の種類及び内容   

次に掲げる事業であって、全国的な推進を図ろうとする際のモデルとなり、かつ、そ  

の成果等を全国に向けて発信することができる取組を対象とする。   

ただし、他から国庫補助金が交付される事業は対象から除外する。  
（1）児童育成のための普及啓発事業  

（2）児童健全育成に資する模範的・奨励的事業  

（3）児童福祉、次世代育成支援対策等の推進に閲し、児童福祉施設■地域住民■社会   
福祉法人・民法第34条に基づく公益法人・特定非営利活動法人・ボランティア等  

に対する普及啓発事業  

（4）児童福祉の向上に資する各種研修会・連絡会議  

（5）児童福祉の向上を図るための開発■研究事業  

（6）その他（1）～（5）に準ずる事業  

（参 考：平成18年度優先採択事項）  

① 行政とNPO等との協働推進セミナーの開催  

② 地域の子育て支援活動者間のネットワークの構築  

（∋ 地域支援活動従事者の研修内容の向上  

④ 児童福祉週間において新たな取組をする事業  

⑤ 放課後児童の安全確保を推進するための特色のある取組  

⑥ 児童館又は児童遊園において実施する先駆的な取組  

⑦ 子ども支援セーフティネットの推進を図る取組  

⑧ 「放課後子どもプラン」モデル事業を先行して実施する取組  

⑨ 都道府県と労働局が連携して実施する次世代育成支援対策に関する取組  

⑩ 一時的な預かりに関する先行的な取組  

⑪ 地域子育て支援センターにおける地域の育力を高める取組  

4．事業実施の手続  

本事業を実施しようとする場合は、毎年度、別に定める採択方針に従い、事前に協議  

を行うものとする。  

5．平成1！〕年度予算（案）額 10億円（都道府県 5億円、市町村 5億円）  

6．費  用  定 額（10／10）  
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